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6月12日 開会(本会議)

19日 代表質問(本会議)

20日 一般質問(本会議)

21日～25日 常任委員会

27日 閉会（本会議）

◎ 「都議会だより」は新聞折り込みでお届けするほか、都の施設や区市町村の窓口、図書館、都営地下鉄駅構内などにも置いています。
　また、都議会ホームページではＰＤＦ形式、電子書籍形式、ＨＴＭＬ形式（音声付き）がご覧になれます。

※なお、契約案２件「城北中央公園調節池（一期）工事請負契約」、「境川金森調節池工事請負契約」については、議案の撤回がありました。
※提出議案と議決結果については、都議会ホームページでもご覧になれます。
【略称説明】   都…都民ファーストの会 東京都議団、 公…都議会公明党、 自…東京都議会自由民主党、 共…日本共産党東京都議会議員団、 民…都議会民進党・立憲民主党、
  か…かがやけ Tokyo、維…無所属（日本維新の会 東京都議会）、ネ…無所属（都議会生活者ネットワーク）  （平成30年3月29日現在）

平成30年第1回定例会　　各会派等の議案への賛否　

都 公 自 共 民 か
無所属

審議
結果維 ネ

53 23 23 18 5 2 1 1

知 事 提 出 議 案

予

算

30
年
度
予
算

中央卸売市場会計 ○ ○ × × ○ × × × 可決
一般会計 ○ ○ × × ○ × ○ ○ 可決
水道事業会計 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × 可決
地方消費税清算会計／国民健康保険事業会計／都営住宅等事業会計／都市開発資金会計／臨海都市基盤整備事業
会計／病院会計／都市再開発事業会計／臨海地域開発事業会計／高速電車事業会計 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決

特別区財政調整会計／小笠原諸島生活再建資金会計／母子父子福祉貸付資金会計／心身障害者扶養年金会計／中
小企業設備導入等資金会計／林業・木材産業改善資金助成会計／沿岸漁業改善資金助成会計／と場会計／都営住
宅等保証金会計／用地会計／公債費会計／港湾事業会計／交通事業会計／電気事業会計／工業用水道事業会計／
下水道事業会計

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

30
年
度

補
正
予
算

一般会計（第１号） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決

29
年
度

補
正
予
算

中央卸売市場会計（第3号） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決
一般会計（第２号）／特別区財政調整会計（第1号）／地方消費税清算会計（第1号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

条

例

新
設

東京都介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決
平成二十九年度分の都と特別区及び特別区相互間の財政調整の特例に関する条例／東京都鉄道新線建設等準備基金条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

全
部

改
正 東京都水上安全条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

一
部
改
正

公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例 ○ ○ ○ × ○
一部×○ × × 可決

学校職員の定数に関する条例／東京都病院及び診療所の人員、施設等の基準に関する条例／東京都障害者支援施設
等に関する条例／東京都中央卸売市場条例／東京都霊園条例／東京都葬儀所条例／東京都指定居宅サービス等の事
業の人員、設備及び運営の基準に関する条例／東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに
指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例／東京都児童福祉施設の
設備及び運営の基準に関する条例／東京都認定こども園の認定要件に関する条例／東京都指定障害児通所支援の事
業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例／東京都指定障害児入所施設の人員、設備及び運営の基準に関する
条例／東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例

○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決

東京都職員定数条例／特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例／市町村における東京都の事務処理
の特例に関する条例／都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関する条例／東京都固定資産評価審議会条例／
東京都区市町村振興基金条例／東京都議会議員及び東京都知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例
／東京都監査委員の給与等に関する条例／東京都事務手数料条例／東京都社会資本等整備基金条例／東京オリン
ピック・パラリンピック開催準備基金条例／東京都都税条例／東京都宿泊税条例／東京都体育施設条例／東京都
都市整備局関係手数料条例／東京都福祉保健局関係手数料条例／心身障害者の医療費の助成に関する条例／東京
都国民健康保険広域化等支援基金条例／東京都国民健康保険財政安定化基金条例／介護保険法施行条例／児童福
祉法施行条例／東京都児童相談所条例／東京都立療育医療センター条例／東京都立多摩療育園条例／東京都立重
症重度心身障害児者施設条例／土壌汚染対策法関係手数料条例／高圧ガス保安法関係手数料条例／液化石油ガス
の保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係手数料条例／東京都自然公園条例／東京都廃棄物条例／使用済
自動車の再資源化等に関する法律関係手数料条例／砂利採取法に基づき河川管理者が行う事務に係る手数料に関
する条例／警視庁関係手数料条例／東京消防庁職員定数条例／東京都消防関係手数料条例／東京都養護老人ホー
ムの設備及び運営の基準に関する条例／東京都特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例／東京都
軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例／東京都指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準
に関する条例／東京都介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例／東京都指定介護
療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例／東京都障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準
に関する条例／東京都指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例／特別区の消防団員等の公
務災害補償に関する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

廃
止

東京都立ナーシングホーム条例 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決
東京都国民健康保険調整交付金条例／東京都指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準に関する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

契　約

１３号地新客船ふ頭ターミナル施設（２９）新築電気設備工事請負契約／１３号地新客船ふ頭岸壁（２９）建設
工事請負契約 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決
都立七生特別支援学校（２９）改築及び改修工事請負契約／都立東村山高等学校（２９）改築工事請負契約／警視
庁有家族者待機寮新明石住宅（２９）改築工事請負契約／都営住宅２９Ｈ－１１１東（江東区辰巳一丁目）工事請
負契約／都営住宅２９Ｈ－１１２東（江東区辰巳一丁目）工事請負契約／都営住宅２９Ｈ－１１４西（多摩市中
沢一丁目）工事請負契約／駒沢オリンピック公園総合運動場（２９）硬式野球場増築及び改修工事その２請負契
約／東京都多摩障害者スポーツセンター（２９）改修工事請負契約／警視庁東京国際空港庁舎（仮称）（２９）新
築工事請負契約／梅ヶ谷トンネル（仮称）整備工事（西－梅ヶ谷の２）請負契約／綾瀬川護岸耐震補強工事（その
２５３）請負契約／呑川防潮堤耐震補強工事（その１７）その２請負契約／仙台堀川護岸耐震補強工事（その３）
請負契約

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

事　件

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター中期計画の認可／平成３０年度の連続立体交差事業の実施に伴う
費用の関係特別区・市の負担／収用裁決に係る損失補償の内容が違法であることを理由とする損失補償請求事件
に関する控訴の提起

○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決

包括外部監査契約の締結／多摩川流域下水道南多摩処理区の建設に要する費用の関係市の負担／荒川右岸東京流
域下水道荒川右岸処理区の建設に要する費用の関係市の負担 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

諮　問 地方自治法第２４３条の２の規定に基づく審査請求 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 棄却すべき

人　事

東京都教育委員会教育長の任命（中井敬三） ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ 同意
東京都教育委員会委員の任命（遠藤勝裕）／東京都収用委員会委員の任命（加々美光子、山田攝子、関葉子）／東
京都収用委員会予備委員の任命（渡井理佳子）／東京都固定資産評価審査委員会委員の選任（金子敏夫、渡邉正
昭、上田信子、押元洋、木下典子）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意

議 員 提 出 議 案
条

例
一
部

改
正

東京都シルバーパス条例 × × × ○ × × × ○ 否決
東京都議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 × × × ○ × ○ ○ ○ 否決
東京都議会議員の議員報酬等の特例に関する条例／東京都政務活動費の交付に関する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

意見書 小笠原諸島振興開発特別措置法の改正・延長／高齢者・若年成人・障害者等の消費者被害を防止・救済する実効的
な消費者契約法改正／下水道施設の改築に係る国庫補助の継続 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

決　議
2025年国際博覧会の誘致 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × 可決
工業用水道料金の減免措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

会派等名

議員数件 名

○賛成 ×反対

定例会の予定平成30年 
第2回

両
角
　
み
の
る

（
都
フ
ァ
ー
ス
ト
）

平成３０年度予算の概要

( 単位：億円 )
区　　分 30年度 29年度 増減率
一般会計 70,460 69,540 1.3%
特別会計 54,389 41,314 31.6%

公営企業会計 19,591 19,688 △ 0.5%
合　　計 144,440 130,542 10.6%

国庫支出金
3,534 億円
（5.0%）

一般会計
歳入総額

7兆460億円

都税
5兆2,332億円
（74.3%）

その他の収入
1兆2,487億円
（17.7%）

都債
2,107 億円
（3.0%）

※表及びグラフの計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しています。

一般会計
歳出総額

7兆460億円

一般歳出
5兆1,822億円
（100%）

公債費、税連動経費等
1兆8,639億円

労働と経済
4,649 億円
（9.0%）生活環境

1,961 億円
（3.8%）

企画・総務
3,968 億円
（7.7%）

福祉と保健
1兆2,048億円
（23.2%）

教育と文化
1兆1,270億円
（21.7%）

都市の整備
8,839 億円
（17.1%）

警察と消防
9,087 億円
（17.5%）

一般会計
歳出総額

7兆460億円

　知事から提出された平成30年度予算案は、
３月５日の本会議において設置された予算特別
委員会に付託され、審査が行われました（５～
７面参照）。定例会最終日の３月29日、本会
議において、予算特別委員長より委員会での審
査の経過と結果が報告され、討論ののち採決が
行われました。その結果、原案のとおり可決さ
れ、平成30年度予算が成立しました。
　予算の概要は次のとおりです。

本会議で報告する両角委員長

　
平
成
30
年
度
予
算
案
は
、「
将
来
を
見
据
え
て
財

政
の
健
全
性
を
堅
持
し
つ
つ
、
東
京
２
０
２
０
大
会

の
成
功
と
そ
の
先
の
未
来
に
向
け
て
、
都
政
に
課
せ

ら
れ
た
使
命
を
確
実
に
果
た
し
て
い
く
予
算
」
と
位

置
付
け
、①「
セ
ー
フ 

シ
テ
ィ
」「
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
」

「
ス
マ
ー
ト 

シ
テ
ィ
」
の
３
つ
の
シ
テ
ィ
の
実
現
、

「
新
し
い
東
京
」
の
創
出
を
目
指
し
、
東
京
の
持
つ

無
限
の
可
能
性
を
引
き
出
す
取
組
を
積
極
的
に
推
進

す
る
こ
と
、
②
従
来
に
も
増
し
て
創
意
工
夫
を
凝
ら

し
、
よ
り
一
層
無
駄
の
排
除
を
徹
底
す
る
な
ど
、
ワ

イ
ズ
ス
ペ
ン
デ
ィ
ン
グ
で
都
民
フ
ァ
ー
ス
ト
の
視
点

に
立
っ
た
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
、
③
東
京
２
０
２

０
大
会
の
開
催
準
備
に
係
る
取
組
を
着
実
か
つ
効
果

的
に
推
進
す
る
こ
と
を
基
本
に
編
成
さ
れ
ま
し
た
。

　
予
算
規
模
は
、
一
般
会
計
７
兆
４
６
０
億
円
、
特

別
会
計
、
公
営
企
業
会
計
を
合
わ
せ
た
総
額
は
14
兆

４
４
４
０
億
円
で
し
た
。

　
本
委
員
会
で
は
、
３
日
間
に
わ
た
り
総
括
質
疑
を

行
っ
た
後
、
各
常
任
委
員
会
の
部
局
別
質
疑
の
調
査

を
経
て
、
し
め
く
く
り
総
括
質
疑
を
行
い
ま
し
た
。

審
査
に
お
い
て
は
、
都
政
の
様
々
な
重
要
課
題
に
つ

い
て
議
論
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
こ
う
し
た
審
査
経
過
を
踏
ま
え
て
、
予
算
案
は
３

月
27
日
の
委
員
会
に
お
い
て
各
会
派
代
表
委
員
に
よ

る
討
論
の
後
、
採
決
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計

予
算
を
含
め
た
13
議
案
に
つ
い
て
は
起
立
多
数
で
原

案
ど
お
り
決
定
さ
れ
、
こ
れ
ら
の
議
案
に
は
少
数
意

見
の
留
保
が
あ
り
ま
し
た
。
他
の
16
議
案
は
全
会
一

致
で
原
案
ど
お
り
決
定
さ
れ
、
予
算
審
査
を
終
了
し

ま
し
た
。


